
第 7 号 議 案

平成26年度（2014年度）町田市一般会計予算

　平成26年度（2014年度）町田市一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１３６,００１,３１８千円と定める。

　る。

（債務負担行為）

　ることができる事項、期間及び限度額は、「第２表　債務負担行為」による。

（地方債）

　度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表　地方債」による。

（一時借入金）

第４条　地方自治法第235条の3第2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

　３,０００,０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

　することができる場合は、次のとおりと定める。

    に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

平成26年（2014年）3月10日提出

東 京 都 町 田 市 長　　　

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をす

第３条 地方自治法第230条第1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限

第５条 地方自治法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用

(1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く）に係る予算額
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歳  入

千円

1. 市 税 ６６，６００，３８８

1. 市 民 税 ３２，６８３，９５１

2. 固 定 資 産 税 ２５，６４７，７９７

3. 軽 自 動 車 税 ３０１，６７６

4. 市 た ば こ 税 ２，３７１，５９５

5. 特 別 土 地 保 有 税 ２

6. 入 湯 税 ４，８６１

7. 事 業 所 税 ８５８，６１７

8. 都 市 計 画 税 ４，７３１，８８９

2. 地 方 譲 与 税 ６９０，００１

1. 地 方 揮 発 油 譲 与 税 ２０２，０００

2. 自 動 車 重 量 譲 与 税 ４８８，０００

3. 地 方 道 路 譲 与 税 １

3. 利 子 割 交 付 金 ４５０，０００

1. 利 子 割 交 付 金 ４５０，０００

4. 配 当 割 交 付 金 ４７２，０００

1. 配 当 割 交 付 金 ４７２，０００

5. 株式等譲渡所得割交付金 ３８７，０００

1. 株式等譲渡所得割交付金 ３８７，０００

6. 地 方 消 費 税 交 付 金 ５，３８７，０００

1. 地 方 消 費 税 交 付 金 ５，３８７，０００

7. ゴルフ場利用税交付金 ３５，０００

1. ゴルフ場利用税交付金 ３５，０００

8. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 ２２２，００１

1. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 ２２２，００１

9. 地 方 特 例 交 付 金 ３９１，０００

1. 地 方 特 例 交 付 金 ３９１，０００

10. 地 方 交 付 税 １，８５０，０００

1. 地 方 交 付 税 １，８５０，０００

11. 交通安全対策特別交付金 ６５，０００

1. 交通安全対策特別交付金 ６５，０００

12. 分 担 金 及 び 負 担 金 １，４４１，７６５

1. 負 担 金 １，４４１，７６５

第  １  表     歳  入  歳  出  予  算

款 項 金 額
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千円

13. 使 用 料 及 び 手 数 料 ２，７４６，０８６

1. 使 用 料 ９８５，７６１

2. 手 数 料 １，７６０，３２５

14. 国 庫 支 出 金 ２４，０４０，３３４

1. 国 庫 負 担 金 ２０，５７５，４６３

2. 国 庫 補 助 金 ３，３６１，９８４

3. 委 託 金 １０２，８８７

15. 都 支 出 金 １７，５２６，８１７

1. 都 負 担 金 ７，０５２，０３９

2. 都 補 助 金 ９，６５４，６１８

3. 委 託 金 ８２０，１６０

16. 財 産 収 入 ６５８，５３０

1. 財 産 運 用 収 入 １８０，１８４

2. 財 産 売 払 収 入 ４７８，３４６

17. 寄 附 金 ２

1. 寄 附 金 ２

18. 繰 入 金 ４，１５２，３００

1. 特 別 会 計 繰 入 金 ２

2. 基 金 繰 入 金 ４，１５２，２９８

19. 繰 越 金 １，０００，０００

1. 繰 越 金 １，０００，０００

20. 諸 収 入 １，５０１，８９４

1. 延滞金加算金及び過料 ９４，００６

2. 市 預 金 利 子 ３，３５８

3. 貸 付 金 元 利 収 入 １３，１４１

4. 受 託 事 業 収 入 ５９５，１９２

5. 収 益 事 業 収 入 １０，０００

6. 雑 入 ７８６，１９７

21. 市 債 ６，３８４，２００

1. 市 債 ６，３８４，２００

１３６，００１，３１８

款 項 金 額

歳 入 合 計
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歳  出

千円

1. 議 会 費 ７１２，３２０

1. 議 会 費 ７１２，３２０

2. 総 務 費 １５，８７０，６２３

1. 総 務 管 理 費 １３，６８７，９０５

2. 徴 税 費 １，５１６，７０８

3. 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 ３５８，７３２

4. 選 挙 費 １３３，１６３

5. 統 計 調 査 費 ７４，９２４

6. 監 査 委 員 費 ９９，１９１

3. 民 生 費 ６９，８７１，９３８

1. 社 会 福 祉 費 ２９，２４９，８７８

2. 児 童 福 祉 費 ２７，３１３，０１８

3. 生 活 保 護 費 １３，２７１，３６６

4. 国 民 年 金 費 ３６，７８０

5. 災 害 救 助 費 ８９６

4. 衛 生 費 １２，５９９，４１７

1. 保 健 衛 生 費 ４，１０３，９４６

2. 病 院 費 １，１３９，０００

3. 清 掃 費 ７，３５６，４７１

5. 労 働 費 ４２，９５９

1. 労 働 諸 費 ４２，９５９

6. 農 林 費 ３２６，５０４

1. 農 業 費 ３２６，５０４

7. 商 工 費 ９０１，１８８

1. 商 工 費 ９０１，１８８

8. 土 木 費 １０，０８０，２９８

1. 土 木 管 理 費 ４８４，９１０

2. 道 路 橋 梁 費 ３，０２４，４０７

3. 都 市 計 画 費 ６，０２５，８１２

4. 住 宅 費 ５４５，１６９

9. 消 防 費 ５，０６６，０９０

1. 消 防 費 ５，０６６，０９０

款 項 金 額
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千円

10. 教 育 費 １４，２９３，７３２

1. 小 中 学 校 費 ９，６６９，２４２

2. 社 会 教 育 費 ３，８５４，３９６

3. 保 健 体 育 費 ７７０，０９４

11. 災 害 復 旧 費 ８

1. 農 林 施 設 災 害 復 旧 費 ２

2. 公共土木施設災害復旧費 ２

3. 厚生労働施設災害復旧費 ２

4. 文 教 施 設 災 害 復 旧 費 ２

12. 公 債 費 ６，１３６，２４１

1. 公 債 費 ６，１３６，２４１

13. 予 備 費 １００，０００

1. 予 備 費 １００，０００

１３６，００１，３１８歳 出 合 計

款 項 金 額
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378

認 可 保 育 所 分 園 賃 借 料 補 助 事 業
平成26年度から
平成46年度まで

し ぜ ん の 国 保 育 園 施 設 整 備 費 補 助 事 業
平成26年度から
平成45年度まで

107,730

犬 等 捕 獲 収 容 業 務 委 託 事 業
平成26年度から
平成27年度まで

平成26年度から
平成27年度まで

1,764

市 ・ 都 民 税 課 税 資 料 電 子 デ ー タ
作 成 業 務 委 託 事 業

平成26年度から
平成27年度まで

2,399

80,000

平成26年度から
平成27年度まで

9,917
固 定 資 産 税 ・ 都 市 計 画 税
納 税 通 知 書 等 作 成 業 務 委 託 事 業

平成26年度から
平成48年度まで

成瀬コミュニティセンターピアノ修繕事業
平成26年度から
平成27年度まで

1,583

市 ･ 都 民 税 課 税 資 料
ス キ ャ ニ ン グ 業 務 委 託 事 業

平成26年度から
平成27年度まで

4,384

軽 自 動 車 税 納 税 通 知 書 等
作 成 業 務 委 託 事 業

市 ･ 都 民 税 普 通 徴 収 納 税 通 知 書 等
作 成 業 務 委 託 事 業

平成26年度から
平成27年度まで

12,756

市 ･ 都 民 税 特 別 徴 収 税 額 通 知 書 等
作 成 業 務 委 託 事 業

平成26年度から
平成28年度まで

7,540

社 会 福 祉 法 人 南 町 田 ち い ろ ば 会
高 齢 者 福 祉 施 設 整 備 費 補 助 事 業

399,611成 瀬 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ー 建 替 事 業
平成26年度から
平成27年度まで

173,200

第  ２  表     債  務  負  担  行  為

千円

限　　度　　額期　　　間事　　　　　　　項

3,000電話交換及びコールセンター業務委託事業
平成26年度から
平成27年度まで

環 境 副 読 本 作 成 事 業
平成26年度から
平成27年度まで

3,780
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町田新産業創造センター入居奨励事業その２
平成26年度から
平成30年度まで

入 居 奨 励 金 交 付 決 定 者
に 対 し 交 付 す る
新 規 雇 用 奨 励 金 の 額

農 業 振 興 資 金 貸 付 に 係 る 利 子 補 給

5,688

可 燃 物 収 集 運 搬 業 務 委 託 そ の ４ 537,075

不 燃 物 収 集 運 搬 業 務 委 託 そ の １

173,816

貸付残高の年利
4.0％以内

平成26年度から
平成32年度まで

古 紙 等 資 源 物 収 集 運 搬 業 務 委 託 そ の ３

千円

古 紙 等 資 源 物 収 集 運 搬 業 務 委 託 そ の ２ 173,816
平成26年度から
平成30年度まで

可 燃 物 収 集 運 搬 業 務 委 託 そ の ２
平成26年度から
平成29年度まで

173,816

9,504

不 燃 物 収 集 運 搬 業 務 委 託 そ の ２
平成26年度から
平成28年度まで

平成26年度から
平成28年度まで

平成26年度から
平成27年度まで

清掃工場中央監視制御システム更新事業
平成26年度から
平成27年度まで

5,480

330,367

平成26年度から
平成31年度まで

限　　度　　額

可 燃 物 収 集 運 搬 業 務 委 託 そ の １

一 般 廃 棄 物 資 源 化 基 本 計 画 改 定 事 業

期　　　間

平成26年度から
平成27年度まで

資 源 ご み 処 理 施 設 自 然 環 境 調 査 事 業

事　　　　　　　項

古 紙 等 資 源 物 収 集 運 搬 業 務 委 託 そ の １
平成26年度から
平成30年度まで

平成26年度から
平成30年度まで

企業等立地促進地区進出奨励事業その２
平成26年度から
平成30年度まで

企 業 等 立 地 促 進 地 区
奨 励 金 指 定 決 定 に
基 づ き 交 付 す る 額

6,568
平成26年度から
平成28年度まで

9,057

10,800
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町 田 第 二 小 学 校 防 音 事 業
平成26年度から
平成27年度まで

401,280

小 学 校 児 童 健 康 診 断 委 託 事 業

鶴 川 第 一 小 学 校 校 舎 改 築 事 業
平成26年度から
平成27年度まで

小 規 模 事 業 者 経 営 改 善 資 金
融 資 に 係 る 利 子 助 成

平成26年度から
平成29年度まで

博 物 館 展 示 事 業
平成26年度から
平成27年度まで

平成26年度以降
買収するまで

中 学 校 生 徒 健 康 診 断 委 託 事 業

平成26年度から
平成27年度まで

42,592

平成26年度以降
元利償還期間の
満 了 ま で

限　　度　　額

1,608,300

平成26年度から
平成27年度まで

平成26年度から
平成27年度まで

33,400

貸付残高の年利
1.5％以内

2,173

22,320

旧 荻 野 家 住 宅 保 存 改 修 事 業

町 田 市 土 地 開 発 公 社 が 融 資 を 受 け た
公 共 用 地 等 取 得 資 金 に 係 る 債 務 保 証

町 田 市 土 地 開 発 公 社 が 先 行 取 得 し た
公 共 用 地 等 の 買 収

町田市土地開 発公 社が 融資
を 受 け た 公 共 用 地 等 取 得
資 金 に 係 る 元 利 償 還 金

町田市土地開発公社が取得した
公共用地等の買収に要する額

中小企業融資事業資金貸付に係る利子補給
平成26年度から
平成33年度まで

貸付残高の年利
2.2％以内

千円

事　　　　　　　項 期　　　間
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212,200

保 健 所 改 修 事 業 75,000

廃 棄 物 処 理 施 設
整 備 事 業

9,700

第  ３  表     地        方        債

678,100小中学校施設改築事業

起 債 の 目 的

民間保育所整備事業

952,100

廃棄物収集車購入事業 26,000

36,100

312,600

7,700

小学校施設解体事業

68,000

小 中 学 校 施 設
大 規 模 改 造 事 業

限 度 額

85,700

202,000

小 学 校 給 水 設 備
改 修 事 業

63,900

消 防 施 設 整 備 事 業

都市計画道路整備事業

千円

地域センター建替事業

地域コミュニティバス
導 入 整 備 事 業

償 還 の 方 法利    率

53,500

起債の方法

学 童 保 育 ク ラ ブ
整 備 事 業

民設高齢者福祉施設
整 備 事 業

86,100

借入れの時から据置
を含み 25年以内に
償還する。ただし、
財政その他の都合
により据置期間と
いえども繰上償還
をなし、又は償還
年限を短縮し、も
しくは低利債に借換
することができる。

道 路 整 備 事 業 73,100

小 中 学 校 施 設
防 災 機 能 強 化 事 業

証書借入又
は証券発行

5.0％以内（ただ
し、利率見直し
方式で借入れる
資金について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し 後 の 利 率 ）

42,400

市民ホール改修事業
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償 還 の 方 法利    率

臨 時 財 政 対 策 債 3,400,000

起債の方法

千円

計 6,384,200

起 債 の 目 的 限 度 額
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